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１ 計画策定のねらい 

社会福祉法（以下「法」という。）の改正により、市町村において「重層的支援体

制整備事業（以下「重層事業」という。）」に取り組むことが努力目標とされました。 

この事業は、複雑・複合的な課題を抱えた世帯等へ、必要な支援を届けるための

包括的な支援体制を地域で構築することを目指しており、「属性を問わない相談支

援」、「多様な社会参加に向けた支援」、「地域づくりに向けた支援」に取り組むこ

ととしています。 

本市でも、これまで取り組んできた高齢、障がい、子ども、生活困窮等の既存の

相談支援を活かしつつ、適切かつ効果的に重層事業に取り組むため、法第１０６条

の５の規定に基づき、事業の実施・提供体制に関する事項等を定めた「能代市重層

的支援体制整備事業実施計画（以下「重層計画」という。）」を策定します。 

 

 

２ 他の福祉分野計画との関係 

本市では、福祉分野の上位計画と位置付けられる「能代市地域福祉計画・能代市

地域福祉活動計画（以下「地域福祉計画」という。）」において、基本目標を「支え

合い、助け合いの地域福祉の推進」と定めるとともに、高齢者福祉や介護、児童福

祉や子育て支援、障がい福祉等、それぞれの分野別計画に基づき具体的な取り組み

を進めています。 

本市の重層計画は、地域福祉計画や福祉関係の個別計画との整合性や調和を図り

つつ、包括的な相談支援体制の強化・充実や各種福祉サービスが適切に提供される

よう、施策分野を超えて連携を図る地域福祉の体制づくりに向けた事業実施のため

に必要な固有事項に特化した計画としています。 

 

【各種関連計画の関係イメージ図】 
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３ 計画の始期と見直しのタイミング 

 

本計画は令和４年度を始期として取り組みを進めます。 

また、見直しの時期については、 

 ①本市の地域福祉計画の最終年度は令和６年度となっていること。 

 ②法においては改正後５年を目途（令和７年頃）として、施行の状況等を勘案

し検討を加え、必要な場合に所要の措置を講ずるものとしていること。 

これらを踏まえ、今後の状況を見極めたうえで、計画の見直しや地域福祉計画と

の一体化も含めて検討します。 

なお、法の改正等により、計画の見直しが必要な場合は随時行うこととします。 
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４ 重層的支援体制の整備に向けた取組（各事業） 

（１）包括的相談支援体制（事業） 

重層的相談体制の構築において、一体的に行うとしている相談支援機関（窓口）

の現状は、次のとおりになっています。（法第 106 条の 4第 2項第 1号関係） 

また、下記以外の市の窓口や他の行政機関、福祉関係事業者等に相談があった

場合も、必要に応じて相談支援機関（窓口）につないでいますが、今後さらに連携

を深める中でより包括的な相談支援体制を整えていきます。 

既存・新規 実施体制 

既存 能代市地域包括支援センター 

主な対象者 高齢者（６５歳以上） 

設置形態 基本型 

実施方式 
委託：ＪＣＨＯ秋田病院、しらかみ長寿会 

   能代山本郡医師会、二ツ井ふくし会 

圏域 市内４箇所 

概要 

（根拠法等） 

・能代市域を、本庁、北、南、二ツ井の４地区に分け、

それぞれにセンター機能を置いている。 

（介護保険法第 115 条の 45 第 2項第 1号から第 3 号） 
 

既存 能代市在宅障害者支援施設とらいあんぐる（相談業務） 

主な対象者 障がい者（児） 

設置形態 基本型 

実施方式 委託：能代ふくし会 

圏域 市内全域（１箇所） 

概要 

（根拠法等） 

・身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳

を所持する者や保護者等からの相談 

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律第 77条第 1項第 3 号） 
 

既存 能代市障がい者基幹相談支援センター 

主な対象者 障がい者（児） 

設置形態 基本型 

実施方式 委託：能代ふくし会 

圏域 市内全域（１箇所） 

概要 

（根拠法等） 

・地域における相談支援の中核的役割を担う機関 

・総合的、専門的な相談支援や一般、特定相談支援事業

者の指導、助言支援を初め障がい福祉にかかわる多様

な取組を行う。 

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律第 77条の 2） 
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既存 能代市子育て世代包括支援センター 

主な対象者 妊産婦並びに乳幼児及びその保護者等 

設置形態 基本型 

実施方式 市直営 

圏域 市内全域（１箇所） 

概要 

（根拠法等） 

・子育て世代が安心して妊娠、出産、子育てできるよう、

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行

う。 

（子ども・子育て支援法第 59 条第 1 号） 
 

既存 生活困窮者自立相談支援事業（くらしサポート相談室） 

主な対象者 生活に困窮する者等 

設置形態 基本型 

実施方式 委託：能代市社会福祉協議会 

圏域 市内全域（１箇所） 

概要 

（根拠法等） 

・生活保護に至る前の段階の自立支援の強化を図るた

め、暮らしに関する様々な相談・支援を行う。 

（生活困窮者自立支援法第 3 条第 2 項各号） 
 

 

 

（２）多機関協働体制（事業） 

多機関協働体制の整備として、単独の相談支援機関では対応が難しい複合化・

複雑化した事例について、複数の関係機関が支援の方向性や役割分担を調整し、

支援プランの策定を行う、重層的支援会議（能代市福祉支援ネットワーク）を設

置します。（法第 106 条の 4 第 2項第 5号及び第 6号関係） 

重層事業における中心的な事業であり、個別ケースの検討においては、複数の

相談支援機関から助言をもらえるとともに、困難事例に対応していく中で、職員

のスキルアップも見込めるなど、支援者を支援する役割を担う事業でもあります。 

このような包括的な連携体制を通じて、地域福祉ネットワークをより強固なも

のとします。 

既存・新規 実施体制 

新規 多機関協働事業 

主な対象者 複雑化・複合的な課題を抱えている人等 

実施方式 委託：能代市社会福祉協議会 

圏域 市内全域 

概要 
・重層的支援会議において、課題の整理・調整や支援プ

ランの作成等 
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（３）アウトリーチ等を通じた継続的支援体制（事業） 

本事業は、地域へ出向いて、複雑化・複合化した支援ニーズを抱えながらも必要

な支援が届いていない人や世帯を把握し、支援を届けようとするものです。（法第

106 条の 4 第 2項第 4号関係） 

このような支援ニーズを抱える人を探し、支援機関とつなげようとする取組を、

令和２年は地域福祉コーディネーター事業（市単独事業）として、令和３年度は

「重層的支援体制整備事業への移行準備事業」のひとつとして、能代市社会福協

議会で取り組んできました。これまでの積み重ねを活かし、民生・児童委員や自治

会・町内会等関係する方との信頼関係をさらに深めるとともに、支援ニーズを抱

えた方への訪問等を通じて関係性を構築し、継続的な支援体制を整えていきます。 

既存・新規 実施体制 

既存 アウトリーチ等事業 

主な対象者 
複雑化・複合的な課題を抱えているが、必要な支援が届

いていない人等 

実施方式 委託：能代市社会福祉協議会 

圏域 市内全域 

概要 
・支援ニーズを抱えながらも支援が届いていない人や

世帯を把握し、支援を届ける。 
 

 

（４）参加支援体制（事業） 

参加支援体制の整備目的は、包括的な支援体制を構築するにあたり、支援を必

要とする本人や世帯と継続的につながる機能を強化するためのものです。（法第

106 条の 4 第 2項第 2号関係） 

これまでもイベントへの参加や就労など状況に応じて支援を行っておりますが、

既存の参加支援の内容では対応できない方等の個別のニーズに応じるため、地域

の社会資源の活用やそのための働きかけを行うなど、ニーズに合った支援メニュ

ーを準備することも含みます。また、ニーズと支援のマッチング後はフォローア

ップ等を行い、本人やその世帯と地域社会とのつながりづくりを推進します。 

既存・新規 実施体制 

新規 参加支援事業 

主な対象者 全市民 

実施方式 委託：能代市社会福祉協議会 

圏域 市内全域 

概要 
社会との継続的なつながりを持つため、個別ニーズにも

対応できる社会資源の掘り起こし等 

想定される

連携先等 

・重層事業に関係する支援機関等 

・地域の福祉関係事業者及びその他の事業者 

・自治会・町内会、民生委員・児童委員、地域住民等 

・各種ボランティア団体等 
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（５）地域づくり支援体制 

高齢・障がい・子ども・生活困窮等の各分野で取り組んでいる、地域づくり支援

体制に関する拠点施設・拠点的機能は、次のとおりになっています。（法第 106 条

の 4第 2 項第 3 号関係等） 

既存の施設や機能を活かし、交流の場や居場所づくりに取り組むとともに、地

域の特産・人などの物的・人的資源の活用やネットワークの構築等により、多様な

コーディネートを通じて、支援を必要とする人や世代・属性に左右されない地域

住民同士の交流と居場所づくりを進めます。 

 

既存・新規 実施体制 

既存 地域介護予防活動支援業務 

主な対象者 高齢者（６５歳以上） 

実施方式 委託：能代市老人クラブ連合会 

拠点（実施主

体） 
保坂福祉会館 他 

概要 

・スポーツ大会・教室や趣味活動の場を提供し、高齢者

の介護予防及び生きがいづくり、健康づくり等社会参

加の促進を図る。 
 

既存 生活支援体制整備事業 

主な対象者 高齢者（６５歳以上） 

実施方式 委託：能代市社会福祉協議会 

拠点（実施主

体） 
能代市社会福祉協議会等 

概要 

・地域での支え合いの担い手確保やサービスの開発を

行い、高齢者の社会参加や地域のつながり作りを推進

する。 

・生活支援コーディネーターの配置等を行い、高齢者の

生活支援・介護予防の充実を推進する。 
 

既存 地域活動支援センター事業 

主な対象者 障がい者（児） 

実施方式 委託（指定管理）：能代ふくし会 

拠点（実施主

体） 
能代市在宅障害者支援施設とらいあんぐる 

概要 
・障がい者を対象に、創作的活動又は生産活動の機会を

提供し、社会との交流の促進等を実施する。 
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既存 地域子育て支援拠点事業（能代市子育て支援センター事業） 

主な対象者 就学前児童及び保護者 

実施方式 直営（２箇所）：サンピノ、さんぽえむ 

拠点（実施主

体） 
能代市子育て支援センター 

概要 

・育児不安等に対する相談指導（電話、面接、訪問） 

・子育て支援活動、育児サークル支援活動、広報活動 

・乳児保育や特別保育事業の積極的実施・普及促進、地

域の保育資源の情報提供 
 

新規 生活困窮者支援等のための地域づくり事業（共助の基盤づくり事業） 

主な対象者 地域で何らかの支援が必要な人 

実施方式 委託：能代市社会福祉協議会 

拠点（実施主

体） 
能代市社会福祉協議会 

概要 

・課題を抱える者を早期に発見するための地域住民の

ニーズ・生活課題の把握 

・地域資源を最大限活用した地域住民の活動支援・情報

発信等 
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５ 重層的支援会議と支援会議 

これまで、支援対象者の個人情報については、それぞれの支援機関等の法的根拠

や扱い方の違いがあり、十分な連携が図れない状況も生じていました。 

多機関協働事業に伴い設置される「重層的支援会議」では、支援対象者の同意を

得て関係支援機関等の間で必要な個人情報を共有できる仕組みが構築されることに

なり、より効果的な支援が期待できます。 

一方、支援対象者から個人情報の提供について同意を得られない場合は、法第 106

条の 6 に基づく「支援会議」として、助言や必要な協力について検討することにな

ります。 

 

重層的支援会議と支援会議の位置付けの比較 

名称 重層的支援会議 支援会議 

個人情報の提供に

関する本人同意 

あり なし 

法的位置付け 法第106条の 4第 2項第2

号で定める多機関協働事

業に基づく 

法第 106 条の 6 に定める支援会

議に基づく（第 5 項に守秘義務

の定めあり） 

会議の内容 ・支援プラン等の適切性

の判断 

・支援の経過と成果の評

価、終結の検討 

・社会資源の把握と開発

に向けた検討 

・困難事例の情報提供・共有 

・支援体制の検討 

構成員 能代市福祉支援ネットワ

ーク設置要綱による 

同左 

 

 

６ 計画の推進と進行管理 

本実施計画は、ＰＤＣＡサイクルに基づき、毎年度、実施状況等を確認し、取組

について検証を行います。また、こうした進行管理を行う中で、改善点等を含めて

検討し、施策の充実や見直しを図ります。 
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【参考】重層計画の進行管理における検証指標（案） 

 

（１）新規・継続相談件数（包括的相談支援事業） 

 R4 R5 R6 R7 備考 

能代市地域包括支援センター      

能代市在宅障害者支援施設とらいあんぐる      

能代市障がい者基幹相談支援センター      

子育て世代包括支援センター      

くらしサポート相談室（能代市社会福祉協議会）      

 

（２）重層的支援会議等で扱う新規・継続案件数（多機関協働事業） 

 R4 R5 R6 R7 備考 

重層的支援会議で扱う案件      

支援会議で扱う案件      

 

（３）訪問・つなぎの件数（アウトリーチ等を通じた継続的支援事業） 

 R4 R5 R6 R7 備考 

地域への訪問件数      

関係機関等へつないだ件数      

重層的支援会議へつないだ件数      

 

（４）対象者・事業者数（参加支援事業） 

 R4 R5 R6 R7 備考 

支援対象者数      

協力事業者数      

 

（５）事業への参加者数（地域づくり支援事業） 

 R4 R5 R6 R7 備考 

地域介護予防活動支援業務      

生活支援体制整備事業      

子育て支援センター事業      

生活困窮者支援等のための地域づくり事業      

 


